




































































































（国税通則法第 37 条第 1 項、地方税法第
66 条第 1 項等）、原則として、租税の納期
限から 50 日以内（地方税の場合は 20 日以
内）に発送しなければならない（国税通則















税徴収法第 47 条第 2 項）として差押を行
うことができない（国税徴収法第 47 条第





法第 48 条第 1 項）。
3.　滞納処分の執行停止の意義と現
状








































































いで 3 年間継続したときは、その 3 年の期
間を経過した時に、その滞納処分を停止し
た国税を納付する義務は当然に消滅する
















































処理されており、平成 28 年度（平成 29 年
3 月 31 日現在）で当年度分 15 億 7,400 万円、
繰越分 1,025 億 1,400 万円、合計 1,040 億
8,800 万円。平成 28 年度の滞納額は当年度
分 6,220 億円、繰越分 9,774 億 1,300 万円、
整理済滞納額 7,024 億 3,900 万円、整理中
滞納額は 8,970 億 7,200 万円であり、滞納
処分の執行停止が主な不納欠損の比率は、
11.6 パーセントに上る。つまり、平成 28
年度末（平成 29 年 3 月 31 日現在）におけ
る、滞納処分の執行停止等により徴収され
なかった国税の総額が、1,040 億 8,800 万円
あったということである。（2）
5滞納処分の執行停止













































































































すものである。すなわち、第 2 項は第 1 項
の保障する生存権を実現するために国のな
すべき努力の内容を定めたものであると
























































ある（国税通則法第 42、地方税法第 20 条
の 7）。
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